
市立総合病院では平成28年度に策定した「南相馬市立病院改革プラン」（以下、「改革プラン」とい
う。）をもとに、赤字解消に向けて計画的な経営改善に取り組んできた結果、ここ数年は赤字幅が減少傾
向にありました。
しかし、令和2年度に入り、新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という。）の感染拡大に

加え、常勤医の不在等の影響により、患者数・収益ともに大幅に減少しており、早急に改善の手を打たな
ければならない状況にあります。
そのため、次期改革プラン策定までの繋ぎとして、「南相馬市立総合病院経営改善の方針」（以下、

「経営改善の方針」という。）を策定し、早期の経営改善・健全化に向けた取組方針を示すものです。

◆ 経営改善の方針策定の趣旨

◆ 経営改善の方針の位置づけ

背景・趣旨

令和3年3月末

策定時期

令和3年度～令和7年度（5か年）

現改革プラン（H29年3月）

●地域医療構想を踏まえた市立病院の役割・機能の明確化
●経営の効率化
●再編・ネットワーク化
●経営形態の見直し

計画期間

新公立病院改革ガイドライン
（H27年3月）

県地域医療構想
（H28年12月）

各年度の経営方針
診療・運営方針

病床再編計画（H31年3月）

●地域医療構想を踏まえた
市立病院の役割・機能の明確化

●再編・ネットワーク化

経営改善の方針（今回策定）

●経営の効率化

新たな改革プラン
（R3年度以降）

新公立病院改革ガイドラインの改定
（時期未定）

経営改善の方針は改革プランの柱のうち、「経営の効率化」部分のみに着目し、国の新公立
病院改革ガイドライン改定後の新たな改革プラン策定までの繋ぎとして、早期の経営改善・
健全化に向けた取組方針を定めるものです。
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◆ 経営診断結果概要
当院の現状の運営状況を明らかにするために、他施設との比較等により、①経営状況（現状の事業収支状況と将来の経営リスク）、②生産性（業務量・生産性、

資産運用状況）、③運用状況（入退院経路や紹介連携等の運用）に関する経営診断及び④職員に対するヒアリングを実施しました。

①経営状況分析 ②生産性分析 ③運用状況分析

■同規模公立病院と収支を比較すると、当院の医業収益は
高いが、医業費用がさらに高い状況。

■特に経費（委託費、非常勤医師報酬等）の高さが顕著。
※同規模公立病院

1日あたり入院患者数が150人以上200人未満で看護基準が10対1の
病院のうち、減価償却費を除く医業収支が黒字の病院から選出

事業収支状況

■建物や主要な医療機器は300床規模に対応できるキャパ
シティがあり、相応の維持管理費用がかかっているが、
実際の患者数で比較すると費用が割高である。

■建物では本館設備が老朽化しており、数年以内に更新
等の対応が必要な状況。

■医療機器等についても、約2年後に脳卒中センター整備
時の高額医療機器の耐用年数が満了するため、今後更新
等が必要となる見込み。

■現状の施設・医療機器を維持するためには、現状以上の
収益力を備える必要がある。

施設・医療機器更新のリスク状況

■診療科別の医業収支を見ても、黒字診療科は無い。
■複数常勤医師の診療科は収益性の確保可能性があるが、
常勤医の変更等に伴う患者数の不足により収益性が低下
している状況。

■医師以外の職種については、300床規模に対応可能な体
制や業務委託での人員配置を考慮すると、実際の患者数
や業務量と体制が見合っていない。

■一方で、病床枠が固定された病棟運用で病棟ごとの稼働
率に差があり、看護配置基準を満たすために患者数に対
して看護職員数を多く配置せざるを得ない状況。

各診療科・各職種の業務量・生産性

■全体的に急性期を脱した患者割合が多い。
■地域包括ケア病棟について、診療科によって利用に差が
あるなど効率的に運用できていない。

■R1年度からR2年度にかけては、常勤医師が不在となっ
た診療科や手術を要する患者の減少が顕著。

入院患者の状況

■R1年度からR2年度にかけて手術件数が減少しており、
手術室の稼働率も低下している。

■主要な放射線機器（CT・MRI・Angio等高額医療機器）
は採算ラインを下回るなど整備台数に見合う患者数を確
保できておらず、保守等の経費が負担となっている。

手術室・医療機器の稼働状況

■入院患者の経路を紹介
・外来受診・救急搬送
に区分して分析すると、
紹介患者が紹介の無い
患者に比べて診療単価
が高い。

■紹介患者では、当院外
来で診療後の入院や救
急入院の診療単価が高
いが、転院入院では高
度急性期病院からの回
復期の入院が多く、診
療単価は低い。

入院経路の状況（紹介・外来・救急）

■R1決算の紹介率・逆紹介率はともに低い状況。
■高度急性期病院との紹介連携は強いが、急性期から回復
期に移行した患者の紹介が多い傾向にあり、当院の急性
期病院としての機能を活かす連携状況とは言い難い。

■地域の病院・診療所との紹介連携が少なく、また、相馬
市など近隣地域との紹介連携も少ない。

地域連携の状況（患者紹介連携）

■当院は南相馬市住民の入院患者
のうち約2割を受け入れている。

■一方で、南相馬市以外の相双医
療圏地域からの入院患者は少な
く、南相馬市を中心とした小さ
な診療圏となっている。

※令和元年４月診療分から令和２年９月診
療分までの国民健康保険・後期高齢者医
療制度レセプトデータからの受療動向分
析（一部実施、次年度継続実施）による

地域からの患者来院状況
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飯舘村

葛尾村

相馬市

新地町

南相馬市

川内村

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

浪江町

19.5％
4.3％

5.4％

1.8％

0.8％

5.5％

0.9％

1.1％

0.6％

1.0％

1.0％

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

南相馬市立

総合病院

（H30年度）

南相馬市立

総合病院

（R1年度）

同規模

公立病院

（平均）

資産減耗費 研究研修費 経費

減価償却費 材料費 職員給与費

（百万円）

経費の割合が高い

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

南相馬市立

総合病院

（H30年度）

南相馬市立

総合病院

（R1年度）

同規模

公立病院

（平均）

医業外収益 その他医業収益
外来収益 入院収益

（百万円）

④職員に対するヒアリングに基づく分析

■経営に関する情報共有ができておらず、当院の目標等が院内で共有化されていない。
■各診療科の診療実績・指標などの情報共有が十分ではなく、医療現場に伝わっていない。
■地域の診療所との繋がりが弱く、地域に当院をアピールするための広報活動、情報発信をするための人材も不足している。
■医師（麻酔科や各科指導医クラス）が不足しており、手術実施や救急受入れの制限になっている。
■各診療科の病床枠運用が厳格で各病棟の稼働に偏りがあり、効率的な病棟運用（ベッドコントロール）ができていない。

ヒアリングから見える当院の問題点
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■同規模公立病院（ベンチマーク対象病院）と比較すると、入院患者の
主治医となる常勤医師数が少ない

■医師以外の職種については300床規模に対応可能な体制となっている

■建物や主要な医療機器も300床規模に対応できるものであるが、見合う
患者数を確保できておらず、経費過多となっている

◆ 経営診断結果等から見える当院の課題

経営状況分析から
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■現状の人員体制に見合う患者数を確保できていない

■現状の機能（手術室や医療機器等）に見合う患者数・患者層を確保でき
ていない

■現状の患者数・患者層に見合った運用（ベッドコントロール等）ができ
ていない

生産性分析から

■当院の急性期病院としての機能を活かす患者を確保する仕組みづくりが
できていないことで、地域連携が弱くなっている

■新患確保が今後さらに困難になることが予想される中で、直接来院や
救急搬送以外に効率的な患者確保策が必要

■当院の経営に関する情報共有ができていないことで、経営に関する目標
や現状の課題について職員一人ひとりの認識に差がある

■地域の医療機関や住民に対して、当院からの情報発信が不足している

運用状況分析から 職員ヒアリングから

地域医療連携の強化

地域に対する急性期病院としての当院の強みのPRと信頼関係の強化が必要

医療資源の有効活用と患者確保対策の推進

継続的な常勤医師確保策の実施が必要

各種取組の前提として、共通の問題意識を持てる土台作りが必要

自分の行動がどのくらい経営に
影響しているのかという意識を持つために

経営状況を把握して
自分たちの立ち位置を知ることが必要

経営状況の見える化による
職員の意識改革

確保している医療資源と現状の患者数とのアンバランスの解消が必要



【取組方針】
■当院の診療機能や役割などを地域の医療機関や住
民に対し、定期的に広報活動を実施します。

■地域の医療機関との連携記録を整備し、データ
ベースの充実化を図り、データ分析に基づく推進
活動を実施します。

【アクションプラン（一部抜粋）】
（1）地域医療連携に係る統計・指標の構築
▶診療科ごとの紹介目標件数の設定
▶地域医療連携に関する情報のまとめと医師への
情報提供

（2）地域医療機関との前方・後方連携の強化
▶紹介患者受入に関する課題の洗い出しと検討
▶紹介元施設への情報提供のタイミングや頻度、
内容の見直し

（3）地域への情報発信の見直し
▶地域医療機関への情報発信の方法や内容、頻度
の見直し

▶広報紙やHP等での広報の実施

【取組方針】
■常勤医師の確保に向けた取組を引き続き実施して
いきます。

■現在の入退院及びベッドコントロールの運用を見
直し、効率的な運営と患者満足度の向上を目指し
ます。

■医療機器等を効率的に活用するために稼働状況の
評価と運用の見直しを行い、適正な保守や更新を
行います。

■職員業務・労務委託業務を見直し、業務の効率化
と適正化を行います。

【アクションプラン（一部抜粋）】
（1）医師の確保と人材・資産の適切な運用
▶常勤医師の確保に向けた広報活動
▶高額医療機器等の稼働状況評価の実施

（2）入退院・ベッドコントロールの見直し及び適
正収入の確保

▶現状のベッドコントロールの見直し
▶診療報酬の請求に関する運用点検や請求可能性
の評価の実施

（3）病院運営に関する費用の効率化
▶労務委託と職員業務の区分整理
▶委託に関する仕様内容の精査や必要性の評価

◆ 経営改善の方針における取組の柱と具体的な経営改善策（アクションプラン）

【取組方針】
■市立病院の職員として、一人ひとりが共通の問題
意識を持つとともに、自らの行動が経営に結びつ
いているという意識を醸成するために、経営状況
の見える化をします。

■経営状況の見える化を実現するために、院内の各
種統計情報をデータベース化するとともに、デー
タに基づく分析手法を確立させ、定期的に経営状
況を共有できる仕組みづくりを行います。

【アクションプラン（一部抜粋）】
（1）経営管理指標の見直し・再整備
▶院内の経営管理指標の整理
▶診療科ごと、部門ごとの生産性分析の導入

（2）経営管理指標の院内伝達・共有・発信方法の
再構築

▶患者数や在院日数など指標の種類ごとに共有す
る仕組みの整備

▶院内各種会議体で取り扱う経営に関する情報の
見直し

（3）経営分析の習熟と目標管理の導入
▶経営に関する院内研修会の開催
▶診療科ごと・部門ごとに簡便に管理できるよう
な目標管理の仕組みの導入

－柱３－
地域医療連携の強化

－柱１－
経営状況の見える化による職員の意識改革

－柱２－
医療資源の有効活用と患者確保対策の推進
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当院が抱える課題の解決に向けて、信頼される市立病院として、経営健全化を図るための取組を3つの柱のもとに設定しました。
なお、アクションプランの実行にあたっては、令和3年度以降に具体的な検討（いつ・誰が・どのように実施するか等）を行い、必要に応じて事務職・医療職の

垣根を超えたワーキンググループを組織するなど、院内全体で推進体制を構築しながら取り組んでいきます。

病院

診療所

住民 当院

地域医療
連携室

広報活動

・連携記録の整備
・データベース化



◆ 収支シミュレーション

5

新たな改革プラン策定までの繋ぎである経営改善の方針におい
ては、現在の資金繰りを踏まえ、経営健全化の着地点を『現金を
手元に残す（実質現金ベースでの3条・4条収益を黒字にする）』
とし、計画期間の5年間で目標を達成できるように収支シミュ
レーションを実施しました。

R3 R4 R5 R6 R7

一般病棟 230床 180床 180床 180床 180床

地域包括ケア病棟 ― 50床 50床 50床 50床

回復期リハビリテーション病棟 ― ― 50床 50床 50床

緩和ケア病棟 ― ― 20床 20床 20床

稼働病床合計 230床 230床 300床 300床 300床

収支シミュレーション結果

300床を稼働させたうえで、経営健全化の目標を達成するためには経費の削減（毎年1％減）に加え、現状と比較して高い稼働（入院患者の確保）が必要です。

一般病棟 R3 R4 R5 R6 R7

病床稼働率 70.9％ 90.6％ 90.6％ 90.6％ 90.6％

1日当り患者数 163.0人 163.0人 163.0人 163.0人 163.0人

診療単価 41,243円 41,243円 42,480円 42,480円 43,718円

地域包括ケア病棟 R4 R5 R6 R7

病床稼働率 50.0％ 70.0％ 80.0％ 85.0％

1日当り患者数 25.0人 35.0人 40.0人 42.5人

診療単価 28,932円 28,932円 28,932円 28,932円

●手術を要する患者など診療単価の高い患者層を確保し、診療単価を高めることが必要
●現状のベッドコントロールの見直しや新たな患者確保が必要
※病床稼働率は病床再編計画の稼働率を最終目標としました。

回復期リハビリテーション病棟 R5 R6 R7

病床稼働率 70.0％ 80.0％ 85.0％

1日当り患者数 35.0人 40.0人 42.5人

診療単価 34,670円 34,670円 34,670円

緩和ケア病棟 R5 R6 R7

病床稼働率 50.0％ 80.0％ 80.0％

1日当り患者数 10.0人 16.0人 16.0人

診療単価 41,243円 49,700円 49,700円

●新たな患者確保が必要
※病床稼働率は病床再編計画の稼働率を最終目標としました。

●新たな患者確保が必要
※病床稼働率は病床再編計画の稼働率を参考とし、在宅からの緊急時受入対応など
緩和ケア病棟の特性を考慮しながら設定しました。

R3 R4 R5 R6 R7

実質現金ベースの
3条・4条収益
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なお、収支シミュレーションにあたっては、病床再編計画のとおり回復期リハビリテーション病
棟と緩和ケア病棟を含む300床の稼働とする計画としました。
※R3年度は新型コロナ対応が続くものと考え、地域包括ケア病棟を一般病床扱いとしています。
※R5年度の緩和ケア病棟は、緩和ケアと同様の医療行為を提供する一般病床として稼働します。



◆ 収支シミュレーション結果から見える問題点
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◆ 新たな改革プラン策定に向けて

●経営改善の方針で定めるアクションプランの具体的検討を行いながら取組を推進するとともに、進捗管理と定期的な評価を行います。
●今回の方針策定の中で十分に実施できなかった地域医療環境（外部環境）の分析を実施します。
●主要診療科の常勤医減や想定外の新型コロナ感染拡大など、病床再編計画策定時から取り巻く医療環境に大きな変化があったことから、上記外部環境の
分析に併せて、必要な病床機能や診療科について改めて検討します。

●新たな改革プランにおける経営効率化の取組は今回策定する経営改善の方針をベースとする予定ですが、新たな改革プラン策定時までの取組の進捗や効
果、今後示されるガイドライン等を踏まえ、改めて検討するものとします。

アクションプランの確実な実行によりシミュレーション結果に近づく見込みではありますが、現状の稼働率と比較して高い稼働目標となるため、現時点で以下
のような問題点があり、目標達成までのハードルが非常に高いです。

＜問題点②＞

地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション病棟については、ポストア
キュート（急性期医療施設からの回復期患者受入）、サブアキュート（在宅や
介護・福祉施設等からの急性増悪患者の受入）など、回復期入院患者を受け入
れるための在宅医療も含めた医療施設や介護・福祉施設等との綿密な連携の仕
組み整備が必要です。

一般病棟の稼働率については、R2年度実績見込から改善が必要であるものの、新たな診療科の医師配置やアクションプランの実行によって、実現可能性は十分に
あると考えています。

＜問題点③＞

緩和ケア病棟については、対象となる疾患が絞られ、院内で治療しているが
ん患者のみでは病床を稼働させることが困難であるため、がんを中心とした在
宅医療も含めた地域医療連携の仕組み整備による対象患者の確保が必要です。

＜問題点①＞

地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、緩和ケア病棟について
は、外部環境分析が十分でない現状では、現在想定している病床機能に見合う
患者について、どれだけの確保が見込めるか改めて精査が必要です。

＜問題点④＞

現在想定している病床機能で300床を稼働させるためには、医師の確保が必
須ですが、全国的に医師不足である状況の中、相双医療圏においてはさらに医
師確保が大きな課題です。

今回の経営改善の方針の中では病床機能等の検討は行わず、現時点で決定している条件のもと、想定される状況の中で目標達成を目指したシミュレーションと
しました。しかしながら、病床再編計画策定時から多くの状況変化があったこともあり、これらの問題点を抱えているのも事実です。
そのため、必要な病床機能や診療科については、R3年度以降の新たな改革プランの策定の中で、経営効率化の視点や公立病院の役割などを踏まえ、外部環境分

析を行いながら改めて検討することとします。

一方で…


